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A.研究目的 

 

子供の急病や外傷の際には、多くの保護者は直ち

に病院を受診すべきか、様子を見てもいいのか、

それとも救急車をすぐに要請するべきなのかと

いった判断に悩み、対応に苦慮することも多い。

東京や大阪といった都市圏を中心に、市民に対し

て急な病気やケガに関する救急電話相談サービ

ス（#7119）や小児患者を対象とした電話相談サ

ービス（#8000）が行われているが、全国的に普

及しておらず、また地域によっては 24 時間利用

できないといった課題も存在する。 

大阪府域では市民からの問い合わせに対して、

症状ごとの緊急度判定アルゴリズムを看護師が

使用し、緊急度に応じて救急車要請や受診可能な

救急医療機関案内を行う救急電話相談サービス

「救急安心センターおおさか」を 2009 年から運

営している。「救急安心センターおおさか」での

電話相談件数は年々増加傾向にあり、2014 年に

は 252,530件に達している。その結果、年末年始

やゴールデンウィークといった診療している医

療機関が少ない時期では、特に相談件数が多く電

話がつながりにくいといった課題も明らかにな

った。 

一方で、近年ではスマートフォンや iPad とい

ったデジタルデバイスの性能の向上および普及

が著しい。また、国においても「日本再興戦略」
3)において、「ITを利用した安全・便利な生活環境

実現」を提唱している。そこで、我々は救急電話

相談サービスで使用している緊急度判定アルゴ

リズムを利用して、スマートフォンやタブレット

などデジタル端末で緊急度判定することができ、
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その結果に応じて医療機関情報を取得できる機

能を有するアプリを開発した。このアプリの操作

ログをサーバ上に蓄積し、蓄積したデータを統計

学的に解析することで緊急度判定アルゴリズム

の妥当性の検証にもつながると考えられた。アプ

リの開発に際して、成人は小児と比べ多彩な症状

を呈するため、本研究では症状が比較的定型的な

小児傷病者に対する緊急度判定と判定結果に基

づく必要な医療サービスを提供するアプリを開

発した。 

 

B.研究方法 

 

成人並びに小児患者の緊急度、重症度を判断す

る医学的アルゴリズムは海外では Canadian 

Triage Acuity Scale(CTAS)4) や Manchester 

Triage System(MTS)5)が存在する。国内におい

ても日本臨床救急医学会が作成した Japanese 

Triage Acuity Scale(JTAS)6)や総務省消防庁が

定めた緊急度判定プロトコル 7)などが存在する。

本研究では、総務省消防庁の緊急度判定プロトコ

ルを改訂した大阪の救急電話相談サービスで使

用している緊急度判定アルゴリズムを市民が理

解できるように文言修正した。今回用いた緊急度

判定アルゴリズムの一例を示す（図 1）。 

 
（図 1）緊急度判定アルゴリズムの一例 

 上記で示したのは「発熱」に関する判定アルゴ

リズムであるが、「41℃以上の発熱がある」など

の赤く分類されている項目に該当すると、「緊急

度が高い」と判定される。上記に該当しなかった

場合、黄色で分類されている「緊急度が中程度」

の項目を確認することとなり、該当しなければ緑

色で分類される「緊急度が低い」項目を確認する

こととなる。これらのいずれにも該当しない場合

は「緊急性はない」と判定される。また、発熱に

関連する症状である「暑いところにしばらくい

た。」といった項目に該当する場合は「熱中症」

のアルゴリズムに、「けいれんがある」といった

項目に該当する場合では「けいれん」のアルゴリ

ズムに移行することになる。本アプリでは、この

ようなアルゴリズムが「発熱」のほかに疾病に伴

う 18症状について、さらに「たばこ誤飲」など

外的要因に伴う 17 症状について構築している。 

本アプリケーションでは利用者は利用規約を

確認し年齢や性別に関するデータを入力した後

に、疾病に伴う症状かそれ以外の外傷・中毒・異

物の誤飲などに伴う症状かを選択する。選択する

と、病気の場合では「発熱」や「咳」「吐き気・嘔

吐」といった症状を、それ以外のけが・異物の場

合では「頭のけが」や「たばこ誤飲」「やけど」

といった症状、状態を選択する。（図 2） 

           

 

（図 2）症状選択画面 

各々の症状や状態ごとの緊急度判定アルゴ

リズムに基づいて、生命に関わる緊急度の高い

症候に関する項目を最初に提示し、それらのい

ずれかに該当すれば「緊急度が高い」と判断し、

119 番通報もしくは救急電話相談サービスに

電話をかける機能を設定した。（図 3） 



 

      

 

（図 3）緊急度判定及び判定結果画面 

次に、生命に関わる症候のいずれにも該当し

なかった場合は、緊急度が中等度に相当する症

候を提示する。これらの項目に該当した場合は、

救急電話相談サービス（#7119）に電話をかけ

る、もしくはスマートフォンや iPadのGPS機

能を用いて、現在位置から最寄りの診療可能な

医療機関の情報を表示する。表示された医療機

関名をタップすると、スマートフォンでは電話

連絡が可能であり、医療機関への経路を地図で

表示することで自ら医療機関へ受診すること

を促す仕様とした。中等度に相当する症状に該

当しない場合は緊急度が低い症状を提示し、同

様に診療可能な病院、クリニックの一覧画面を

表示する。病院・クリニックに関する情報は大

阪府内の外科や脳神経外科など小児科以外で

小児を診療する医療機関の情報を登録してお

り、診療時間外の医療機関はアプリ画面上に表

示しない仕様とした。 

 

C.研究結果 

 

本スマートフォンアプリは 2015年 9月に大

阪市域を対象地域として試験運用を開始し、試

験段階では専用サイトからのダウンロード方

式とした。2016年 4月からは対象地域を大阪

府全域に拡大するとともに、専用サイトからの

ダウンロードからGoogle playやApp Storeか

らのダウンロードに変更し、ダウンロード・利

用ともに無料である。 

2016 年 12 月末時点で 7,780 回ダウンロー

ドされ、のべ 11,560回使用されている。(図 4) 

 
(図 4) 月別アプリケーション利用回数

（2015年 9月～2016年 12月） 

 

利用された 11,560回の小児患者の内訳をみ

ると、男児 6,600例、女児 4,960例であった。

年齢階層を見てみると最も利用されたのは 0

歳、3,466例で、次いで 1歳、2,181例であっ

た（図 5）。 

 
（図 5） 年齢階層別アプリケーション利用

回数（2015年 9月～2016年 12月） 

 

D.考察 

 

我々は、緊急度判定アルゴリズムによる緊急

度判定結果に基づく救急医療サービスを提供

する小児傷病者用のモバイル端末用のアプリ

ケーションを開発し、その利用実態を記述疫学

的に明らかにした。 

本研究では、緊急度を階層化し緊急度毎に

チェックすべき症候を一覧表示することでよ



 

りシンプルに判定できる仕様とした。また、真

に住民が必要としているのは「緊急度を判定

した結果、次に行動すべきことにつながるサ

ービスの提供」である。行動すべきことにつな

がるサービスとは緊急度判定の結果に応じて

救急車の要請や近隣の診療可能な医療機関の

情報を提供することと考え、本アプリケーシ

ョンでは緊急度判定結果に応じて救急車の要

請、緊急電話相談サービスへの架電、近隣の医

療機関の情報提供等を選択できるように世界

で初めてシステム開発した。 

以上のように開発したアプリケーションに

ついて、その利用実態を記述疫学的に明らか

にした。まず、利用された小児患者の年齢層に

ついては 0歳層が最も多く、1歳層がその次に

多く併せて全体の 48.8％を占めていた。これ

は育児が初めての多くの保護者が子供の発熱

や発疹といった急な状態の変化に対して不安

を抱くことが影響していると考えられる。こ

れは、電話相談サービスである「救急安心セン

ターおおさか」の利用実績と同様の傾向であ

り、育児して間もない、育児に慣れていない保

護者に対して子供の急な病気やケガについて

相談できる、その緊急性を判断するサービス

の提供が求められていると考えられた。 

 

 

E.結論 

① 小児傷病者用の緊急度判定と判定結果に

基づく救急医療サービス提供アプリケー

ションを開発した。 

② 蓄積したデータをもとにアルゴリズムの

改善を含めたシステムの向上を今後も取

り組んでいく。 
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